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1 1 1 1 ロシアマネージャー１名

５ 役付職員の調べ

（平成２９年８月１日現在）

年 月

課　　　　名 係（担当）名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

１　前年度指摘事項等に対する措置等

通商物流課
・物流施策に関すること
・貿易振興、国際経済交流に関すること
・環日本海貨客船航路の推進に関すること

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員  計

備　　　　　考

2 1
旧経済通商総室主幹（１年）課長補佐（２
年）、旧経済産業総室課長補佐（２年３月）を
含め７年４月

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

臨 時 職 員

非常勤職員

職　　　　　名

課長補佐 清水明史 2 1
旧経済産業総室課長補佐（２年３月）含め４
年４月

氏　　　　　　名
在職期間

備　　　　考

課長 山本桂司

課長補佐 池本拓 0 4 通商物流課係長を含め２年４月

参事 岸田孝之 0 4
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

326 326

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

（１）県内発着長距離輸送対策ワーキンググループ（作業部会）の開催（６回）

　　・県内の主要荷主企業を対象とした物流実態調査（アンケート調査）を実施した。

　　・大量輸送機関への転換（モーダルシフト）や鉄道貨物利用の課題検証、改善策を検討した。

　［ワーキンググループ参加企業］

　　　日本貨物鉄道（株）岡山支店、日本通運（株）鳥取支店、因伯通運（株）、（一社）鳥取県トラック協会

　［アンケート調査結果概要］

　　・

　　・

（２）競争力のある物流機能構築支援事業

　　　物流事業者及び荷主企業等が行う物流機能の高度化・効率化の取組に要する経費の一部を補助した。（２件）

　【採択事業概要】

　　○ファミリーイナダ（株）　・・・　　

　　○王子物流（株） 　 　　　・・・　

　　　［コンテナラウンドユース］

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課題

境港発着の自社コンテナラウンドユース（コンテナの往復／共同利用）による貨物の陸上輸
送の効率化の実証実験

ファミリーイナダ株式会社と連携して２社間で境港発着コンテナラウンドユースによる陸上輸
送の効率化の実証実験

　輸入荷主企業への貨物配送後、空コンテナを港に返却せずに、そのまま自社又は別の荷主企業の貨物を積載して輸出す
ること。コンテナを往復／共同利用することで、空コンテナの返却や集貨のためのトラック輸送回数が削減でき、コストの削減
と物流の効率化が可能になる。

　国内外の物流ニーズや課題を踏まえ、新たな物流機能の構築に取り組む企業を支援した。

　・長距離輸送の物流効率化について、ワーキンググループ（作業部会）での検討や荷主企業へのアンケート調査を通じて、課題
等の把握を行うことができた。
　・コスト低減につながる物流の効率化・高付加価値化を図ることを目的として実証実験を行う運送事業者等の取組を支援し、県内
初となるコンテナラウンドユースの取組が実現した。

　一部の荷主企業の間でコンテナラウンドユースなど物流効率化に向けた取組が始まったが、こうした取組を他の企業にも拡大し、
県内企業の物流競争力強化の取組を促していく必要がある。

［想定される取組の例］
　・東南アジア向け県産農水産物の航空機輸送（鮮度保持、スピード輸出）
　・首都圏向けの県産食品等の輸送効率化
　・長距離輸送・大量輸送機関の転換（モーダルシフト）　など

（ア）

　県内企業が行う物流の高度化・効率化や国内外を円滑に結ぶ輸送サービスの構築等の取組を支援する。

（イ）

荷主の物流課題として「輸送コスト」を挙げた企業が最も多く（43社）、これに「荷物の小ロット化」（27社）、「リードタイムの短
縮」（18社）が続いた。

物流の改善や効率化のために希望する支援策としては、「物流事業者と荷主の連携促進のための情報提供」を求める声が
多かった。

決算額
財源内訳

将来ビジョン １　ひらく　（１）人、物、情報の「大交流新時代」を切り拓く「北東アジアゲートウェイ構想」

政 策 項 目 産業未来・雇用創造

事　業　名

競争力のある物流機能構築支援事業
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

9,964 9,964

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

　　　　Ｈ２８．４に発生した熊本地震において実際に震災対応され、早期復旧した熊本県の２事業者の事例や、先駆的なＢＣＭ（事業継続マネジメント）に取り組んでいる県内企業の事例等を紹介するセミナーを行った。

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

現地情勢報告書作成
　タイ及びアセアン諸国の経済・産業・社会動向に関する報告書を
作成し、県内商工会議所に現地情報を提供（１２回）

○他の自治体と連携による商談会を実施するなど効果的、効率的な事業展開を図った。
○県内商工団体との連携、個別企業訪問に重点的に取り組み、東南アジアビューローを活用した支援に努めた。

　タイ日本ビジネスマッチングプラットフォームや現地商談会に参加した県内企業が、東南アジアビューローによる現地サポートを通
じてタイ企業と事業化に向けた交渉を始めるなどの成果を挙げている。

　引き続き、島根県などとの連携により、スケールメリットを活かした事業の効果的、効率的運営が必要である。

観光プロモーション支援

　旅行会社へのアプローチ、連絡調整、国際観光展への出展、タイ
アップ広告等情報発信業務の支援、現地旅行会社向け説明会の
開催

・タイ国際旅行フェア出展支援（７月、１１月、２月）
・バンコクでの鳥取県観光情報説明会の開催（９月）

訪問団受入支援

　県内関係団体等のタイ視察に係る現地アテンド等　（４件）
・日本酒の販路拡大のための日本料理店訪問
・ワールド・マスターズ・ゲームに向けた湯梨浜町長のグラウンド・ゴ
ルフ普及活動支援　　など

ネットワーク形成支援
　タイ工業省連絡会議出席、タイ下請け産業振興協会（タイ・サブコ
ン協会）との連絡調整など

（ア）

 　「鳥取県東南アジアビューロー」をタイ・バンコクに設置し、県内企業・団体等の東南アジア地域における販路・受注拡大、観光客
誘致、情報発信等を支援する。

（イ）

　　県内企業等の東南アジア地域における販路・受注拡大、観光客誘致、鳥取県の情報発信等を支援する現地拠点としてタイ・バ
ンコクに委託方式により「鳥取県東南アジアビューロー」を設置し、支援を行った。

東南アジア展開を図る企業の
支援

　ビジネス情報、貿易関連法令情報の集積、分析、提供、現地での
事業展開に関するアドバイス、現地情報のレクチャー、展示会、商
談先のアレンジ

・企業等からの調査依頼など相談対応（３３６件）
・タイ日本ビジネスマッチングプラットフォーム「ＴＮＢ20.16」参加企
業（７社）支援
・展示会（メタレックス2016）出展支援、商談会開催（１１月）、個別
商談サポート（２社）
・鳥取県内でのタイセミナー開催（１０月）
　テーマ：　インバウンドから考えるタイビジネス
　参加者数：　２６名

　［鳥取県東南アジアビューローの概要］
　　所在地：　タイ・バンコク市内
　　委託先：　アジア・アライアンス・パートナー・ジャパン（株）　※専属職員１名を配置
　　利用対象者：　鳥取県内に事業所を有する企業
　　支援対象地域：　タイ及びアセアン諸国
　　業務内容と活動実績：次のとおり

決算額
財源内訳

将来ビジョン １　ひらく　（１）人、物、情報の「大交流新時代」を切り拓く「北東アジアゲートウェイ構想」

政 策 項 目 産業未来・雇用創造

鳥取県東南アジアビューロー設置運営事業

事　業　名
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

35,700 35,700

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

　　航路の定着、安定化を図るため、運航経費の一部について助成を行った。

・交付先　：　環日本海経済活動促進協議会

　　　　Ｈ２８．４に発生した熊本地震において実際に震災対応され、早期復旧した熊本県の２事業者の事例や、先駆的なＢＣＭ（事業継続マネジメント）に取り組んでいる県内企業の事例等を紹介するセミナーを行った。

・運航回数（境港～東海間）　：　５１往復　（なお、航路全体の総運航回数は１０１往復）

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

　（参考）境港における利用状況（境港管理組合による集計）

※平成28年（1～12月）の延べ乗客数は過去最高を更新　　※取扱貨物量のトン数の単位はft（フレートトン）

エ 課　題

決算額
財源内訳

将来ビジョン Ⅰ　ひらく　（１）人、物、情報の「大交流新時代」を切り拓く「北東アジアゲートウェイ構想」

政 策 項 目 Ⅱ　産業未来・雇用創造　５　北東アジアのゲートウェイの推進

事　業　名

環日本海圏航路就航奨励事業

○荷主の要望にきめ細やかに対応し、韓国向け原木輸出の増加につなげた。
○ロシア・セミナー及び商談会の開催に合わせ、航路の利用促進の働きかけを行った。
○鳥取県中部地震の発生後、観光戦略課と連携して集客のための支援を行った。

　平成２１年６月の就航以来、環日本海定期貨客船航路の定期運航が継続され、外国人観光客の誘致や県内企業の海外での販
路拡大など、様々な波及効果をもたらしている。

　日韓露の３カ国を結ぶ航路の運営は、国内外の政治・経済・社会情勢等の外的変動を受けやすく、運航会社は資本の増強等に
より安定運航の継続に努めているが、自立して持続可能な水準に至っていない。

　［航路に影響を与えた主な外的変動］
　　東日本大震災（平成23年）、ウクライナ危機及び対露経済制裁発動（同25年～）、客船セウォル号沈没事故（同26年）
　　ＭＥＲＳ（中東呼吸器症候群）流行（同27年）、鳥取県中部地震発生（同28年）
　
　平成２８年（１月～１２月）の環日本海定期貨客船航路の境港取扱貨物量について、重量（ft）ベースで対前年（平成２７年）を上
回ったが、ロシア経済の低迷によるロシア向け貨物の減少により、ピーク時の平成２５年と比較すると６６％にとどまっており、航路
を取り巻く環境は依然として厳しい状況にある。
　運航会社による自立的な運航への早期移行を図るために、県としても関係機関と連携しながら、貨客や旅客の誘致の取組を継
続する必要がある。

（ア）

　　境港～東海～ウラジオストクを結ぶ環日本海定期貨客船航路の安定的かつ継続的な運航に資するため、境港～東海間の運航
経費の一部を助成する。

（イ）

・交付額　：　35,700千円

・助成対象　：　境港～東海間の運航経費のうち固定的経費の１／１０を助成。（１往復あたり１００万円を上限）

・負担割合　：　鳥取県　７／１０、中海・宍道湖・大山圏域市長会　３／１０

年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 計

 運航回数（往復） 50 86 50 50 49 49 48 53 435

 延べ乗客数（人） 17,568 26,589 23,475 25,388 24,410 17,353 26,934 29,143 190,860

 取扱貨物量（トン） 996 8,002 7,791 8,923 9,737 7,127 6,019 6,461 55,056
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

44,105 43,730 375

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

（１）普及啓発の推進

　　○県内企業海外展開ファイル作成事業（新規）

　　　　Ｈ２８．４に発生した熊本地震において実際に震災対応され、早期復旧した熊本県の２事業者の事例や、先駆的なＢＣＭ（事業継続マネジメント）に取り組んでいる県内企業の事例等を紹介するセミナーを行った。

　　○とっとり国際ビジネスセンター運営事業

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

決算額
財源内訳

将来ビジョン Ⅰ　ひらく　（１）人、物、情報の「大交流新時代」を切り拓く「北東アジアゲートウェイ構想」

政 策 項 目 産業未来・雇用創造

事　業　名

海外展開サポート体制強化事業

（ア）

　　経済のグローバル化がますます進展していくことを見据え、県内企業の海外展開の支援を強化する。

（イ）

　幅広い産業分野の県内企業に対し、貿易状況等に関する調査を行い県内企業海外展開ファイルを作成し、県内貿易支援
機関と連携した海外展開支援を実施した。

［センターの概要］
　所在地　：　境港市竹内団地２５５－３（夢みなとタワー内）　※（公財）鳥取県産業振興機構内に設置
　主な業務：　貿易、海外への販路拡大に関する相談対応、海外経済・産業、輸出入制度に関する情報提供、
 　　　　　　　　海外との取引に関するマッチングの支援

とっとり国際ビジネスセンター
のサポート体制強化事業（拡
充）

＜外部専門家派遣事業＞
海外企業との取引を確実に成約に結びつけていくため、県内企業
の海外展開の戦略立案や実務を外部専門家がハンズオンで支援
した。
利用実績：３社

　これまでの支援体制の中でも、継続した支援を行っているが、国、地域、分野も多様化していく中で、県内企業のニーズに応じた
専門的な支援に対応するため、現行の支援体制に加え、県内企業の海外展開企業の底上げ、更なるステップアップ等、可能性を
広げていくため、外部専門家派遣事業を実施した。

　平成２８年度は、外部専門家派遣事業等を通じて、貿易ルールの理解不足、商習慣の違いなど企業が抱える海外展開の課題の
解決につなげた。

　グローバル化が進展する中、県内企業がこれらの情勢をうまく取り込みながら海外展開が行っていけるよう、ＪＥＴＲＯ、ＪＩＣＡ、中
小企業基盤整備機構等、国レベルの海外展開支援機関ともさらに連携を深め、県内企業が最適な海外展開を行うことができるよ
う、海外展開できる県内企業の裾野が広がるよう引き続き支援を行っていく必要がある。

「北東アジアゲートウェイプラ
ス」実践事業

＜商談会開催事業＞
県内企業のニーズを踏まえ、以下の「ものづくり系」企業マッチング
商談会を実施した。
◆韓国江原道、原州市医工連携商談会　県内参加企業数：３社
◆広州自動車部品展示会　県内参加企業数：１０社
◆タイメタレックス　県内参加企業数：２社

＜海外販路開拓活動同行支援事業＞
県産品海外商談会に参加する県内企業に、とっとり国際ビジネスセ
ンター職員が同行し、アドバイス及びフォローアップを行った。
利用件数：１５件

新たなビジネスモデル創出支
援事業

＜とっとり県内企業海外チャレンジ支援事業補助金＞
企業が独自に海外見本市や商談会に参加し、販売開拓に取り組む
場合の経費の一部を補助する。
・補助率　　１／２
・補助限度額　　チャレンジ型　1,000千円／社
　　　　　　　　　　優良案件先行型　3,000千円／社
・利用企業数　　１２社

とっとり国際ビジネスセンター
体制整備事業

事務所運営費（賃料、光熱費、事務費等）、専門言語スタッフ（韓
国、ロシア、中国）人件費及び専門相談員の配置。
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

18,988 26 18,962

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

（１）普及啓発の推進

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

決算額
財源内訳

将来ビジョン Ⅰ　ひらく　（１）人、物、情報の「大交流新時代」を切り拓く「北東アジアゲートウェイ構想」

政 策 項 目 産業未来・雇用創造

事　業　名

ロシアビジネスサポート体制強化事業

　今後、本県がロシアビジネスの拠点としての役割を果たすためには、国、地方自治体及び国内ロシア関連企業及び県内関
係者（産学金官）との連携を更に強化して、具体的な案件創出に結びつけていくことが課題である。

（ア）

　　ロシアとのビジネスマッチングの推進を図る支援体制の整備を図ることにより、本県へ新たな需要を取り込んでいくための商談
会等の開催による商流の創出を行う。

（イ）

・鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンターとロシア専門マネージャーのネットワークを活用しながら、平成２７年７月に
沿海地方と締結した「貿易投資に関する協力協定」に基づき、新たなビジネス創出に向けて取り組んだ。
・ロシア沿海地方との２５周年記念行事（平成２８年８月：ウラジオストク行事、平成２８年１１月：鳥取県行事）の機会を捉え
て、商談会及びレストランフェアを行った。
・平成２９年２月、モスクワにおいて大規模見本市「プラドエキスポ」に出展し、県産食材の販路拡大を行った。

　［鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンターの概要（平成２８年度）］
　　所在地：　ロシア・ウラジオストク市内
　　委託先：　センコン物流（株）
　　利用対象者：　鳥取県内に事業所を有する企業、環日本海圏定期貨客船航路を利用する企業

　［ロシア極東における新規ビジネス創出に向けた取組］
　　廃棄物処理・・・紙おむつ処理、ウラジオストクでの廃棄物処理
　　海洋分野・・・・・潜水服の輸出
　　食品関連・・・・・レストランフェアでの県産品提供

　［プラドエキスポに出展した県内企業］
　　農事組合法人広岡農場（鳥取市）、ブリリアントアソシエイツ（株）

　鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンターの運営について、独立した事務所形態ではなく、現地委託先法人内に設置
することにより、人件費及び事務所賃借料の削減に努めた。

　鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター及びロシア専門マネージャーによるネットワーク、商談会・見本市への出展
を通じて、県産品（食品）関連の量販店における販売のみならず、ロシア産品の輸入、現地レストラン等における県産品の業
務用利用に結びつけた。また、ロシア極東のみならず、モスクワなど大規模市場への参入も図られた。加えて、ロシア沿海地
方「経済プロジェクト」を絡めた廃棄物処理、海洋分野の個別ビジネス案件創出等、新たなビジネスも創出されつつある。
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（商業振興費）

運輸事業振興助
成事業

96,832,000 96,831,963 0 37

県内の貨物運送事業者の輸送力の確
保、輸送サービスの改善、安全運転
の確保等を促進し、公共の利便の増
進に寄与することを目的とし、(一
社)鳥取県トラック協会が行う交通事
故防止対策、環境保全対策等を支援
した。

目　　　　計 96,832,000 96,831,963 0 37

（貿易振興費）

（主）環日本海
圏航路就航奨励
事業

37,100,000 35,700,000 0 1,400,000 主な事業に関する調べ記載のとおり

環日本海圏航路
利用促進事業

11,178,000 8,729,543 0 2,448,457

環日本海定期貨客船航路の安定運航
に向け、認知度向上を図った。
・ロジスティクス関係展示会出展、
新聞・雑誌広告、チラシ・ポスター
作製　等

アジア地域経済
交流推進事業

23,497,000 17,960,704 0 5,536,296

アジア地域との経済交流の促進と本
県産品の販路拡大等を図ることを目
的とし、商談会の参加、訪問団の受
入等に機動的に対応した。

北東アジア地域
国際交流・協力
地方政府サミッ
ト関連事業

504,000 0 0 504,000

吉林省で開催されたサミット関連事
業「経済協議会」への代表団派遣に
要する経費。各地域間の貿易・物流
活性化、協力体制について意見交換
を実施した。職員のみでの対応と
なったため、外部の専門家・通訳の
派遣が不要となり、不用額が発生し
た。

境港利用促進事
業

24,430,000 23,809,597 0 620,403

境港の利用促進を図るため、境港貿
易振興会が実施するポートセールス
活動等に対する経費の助成を行っ
た。また、境港利用の荷主に対し、
輸出入に要する経費の一部を支援し
た。また、境港発着コンテナ混載
（LCL）輸送サービスが新たに始ま
り、事業者に対して事業経費の一部
を支援した。

境港大量貨物誘
致促進支援事業

4,350,000 4,140,000 0 210,000

当事業の利用をきっかけとした境港
利用への振替にインセンティブ効果
を発揮しており、境港コンテナ貨物
取扱数量が増加した。

企業立地認定事
業者貨物誘致支
援事業

24,475,000 15,650,000 0 8,825,000

新規立地企業の境港新規利用へ効果
を発揮し、境港を通じた調達ルート
確立に貢献した。認定事業者に対
し、年度内の事業完了を予定してい
たが、翌年度の事業完了・支払いに
変更となったため、不用額が発生し
た。

（主）鳥取県東
南アジアビュー
ロー設置運営事
業

9,996,000 9,963,722 0 32,278 主な事業に関する調べ記載のとおり

境港輸出入拠点
化支援事業

16,190,000 15,461,000 0 729,000
境港の輸出入拠点化機能強化等に資
する事業に対し、運営費及び人件費
を支援した。

ＧＴＩと連携し
た北東アジア輸
送ルート確立事
業

3,902,000 2,263,770 0 1,638,230

第３回GTILCC会議において採択され
た本県提案ルート（DBSフェリーを利
用した中露国境輸送ルート）による
パイロット輸送を実施し、課題等を
検証した。年度内に想定された委託
事業が、事業者との協議の結果、翌
年度での検討案件となり不用額発生
した。
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

貿易支援体制整
備事業（日本貿
易振興機構負担
金）

12,694,000 12,660,000 0 34,000

日本貿易振興機構(ジェトロ)による
企業への貿易相談、海外ネットワー
クを活かした情報の提供、海外貿易
セミナーの開催及び貿易人材の育成
を行うことで、海外へ販路開拓を狙
う県内企業の展開支援を行った。

（主）ロシアビ
ジネスサポート
体制強化事業

19,834,000 18,988,326 0 845,674 主な事業に関する調べ記載のとおり

目　　　　計 188,150,000 165,326,662 0 22,823,338

（貿易振興費・明許繰越）

（主）競争力の
ある物流機能構
築支援事業

5,100,000 326,000 0 4,774,000

主な事業に関する調べ記載のとお
り。
補助対象者を募集したが、２社しか
応募がなく、うち１社は事業を実施
したが補助対象経費が発生しなかっ
た。

（主）海外展開
サポート体制強
化事業

54,664,000 44,104,711 0 10,559,289
主な事業に関する調べ記載のとお
り。実績額の確定に伴い、執行残
（不用額）が発生した。

目　　　　計 59,764,000 44,430,711 0 15,333,289

合　　　　計 344,746,000 306,589,336 0 38,156,664
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１３　税外収入未済額調べ　・・・　該当なし
１４　未収金回収促進のための取組状況調べ　・・・　該当なし
１５　税外収入不納欠損額調べ　・・・　該当なし
１６　債務負担行為の状況調べ　・・・　該当なし

　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要領等を
含む。）

備考

貿易振興費 33,212,171
うち、20,190,171円は明
許で支出

新規以外のもの 0
本庁執行分計 33,212,171

出納機関執行分計 0

目　計 33,212,171

合　計 33,212,171

　予算科目（商業振興費）
  ①　国　補　分　・・・　該当なし
  ②　単　県　分

96,831,963 H29.5.12 概算 H28.4.19 24,324,000

概算 H28.8.19 24,324,000

（S51年度） H28.3.23 H29.4.26 概算 H28.12.6 24,324,000

(補助率：10/10  ） 概算 H29.3.7 23,859,963

96,831,963 H28.4.1 H29.4.14

本庁執行分計 96,831,963

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 96,831,963

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

0

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日

（一社）鳥取県トラック
協会の運営する事業
に係る経費を補助し
ている。

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満の
もの

  （２）補助金

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

鳥取県運輸事業振興
助成補助金

鳥取市丸山町
219-1　（一社）
鳥取県トラック
協会

文書ID:
15-00176856
17-00031087

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

支出年月日
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　予算科目（貿易振興費）
  ①　国　補　分

490,000 H29.3.9 精算 H29.3.16 326,000 文書ID:16-00161585

H28.10.19 H29.1.31 H29.2.23

(補助率：2/3）

326,000 H28.10.24 H29.2.8

0 H29.3.27 精算 文書ID:16-00174900

H28.12.27 H29.2.15 H29.2.24

(補助率：2/3 ）

0 H29.1.12 H29.2.15

（公財）鳥取県
産業振興機構

22,491,539

H29.5.8 概算 H28.4.22 8,281,000

文書ＩＤ:17-00028622
平成28年度明許で支出

H28.3.28 H29.3.31 H29.4.28 概算 H28.7.8 8,431,000

(補助率：  10/10 ）

概算 H28.10.3 7,313,000

22,491,539 H28.3.31 H29.4.20 H29.4.28 概算 H29.1.4 4,300,000

精算 H29.5.8 △ 5,833,461

本庁執行分計 22,817,539

出納機関執行分計 0

国　　補   分   計 22,817,539

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満の
もの

審査・現地
調査年月日

競争力のある物流機
能構築支援事業費補
助金　（平成２８年
度） 大阪市淀川区

西宮原２丁目１
－３　ファミリー
イナダ（株）

物流事業者及び荷主
企業等が行う物流機
能の高度化・効率化
の取組に要する経費
の一部補助

競争力のある物流機
能構築支援事業費補
助金　（平成２８年
度） 東京都中央区

銀座５－１２－
８　王子物流
（株）

物流事業者及び荷主
企業等が行う物流機
能の高度化・効率化
の取組に要する経費
の一部補助

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額 実績報告

年  月  日

（単位：円）

公益財団法人鳥取県
産業振興機構とっと
り国際ビジネスセン
ター事業費補助金（Ｈ
２１年度）

（公財）鳥取県産業振
興機構が実施する海
外展開サポート事
業、海外商談会等開
催事業、ものづくり計
企業海外市場支援事
業、あらたなビジネス
モデル創出支援事業
に係る実施経費の助
成
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  ②　単　県　分

4,140,000 H29.3.16 精算 H28.6.15 390,000 文書ID:16-00031081

外 精算 H28.6.22 900,000 文書ID:16-00037910

H29.3.3 精算 H29.3.24 2,850,000 文書ID:16-00168176

（H22年度） 外

(補助率：10 /10  ）

4,140,000 H29.3.16 H29.3.3 H29.3.10

外 外 外

15,650,000 H29.2.23 精算 H28.4.21 5,225,000 文書ID:16-00004542

外 精算 H29.2.6 8,150,000 文書ID:16-00142587

精算 H29.3.1 2,275,000 文書ID:16-00153080

（H24年度） H29.1.31

(補助率：10 /10） 外

15,650,000 H29.2.23 H29.1.31 H29.2.14

外 外 外

11,539,194 H29.5.16 概算 H28.4.25 2,200,000 文書ＩＤ:17-00034387

概算 H28.7.1 2,000,000

（H7年度） H28.4.1 概算 H28.10.12 1,000,000

(補助率：補助対象経費
-島根県負担金÷２) 概算 H29.1.4

150,000

4,769,597 H28.4.18 H29.4.20 H29.5.9
戻入 H29.5.24

△ 580,403

19,000,000 H29.5.16 概算 H28.4.28 4,000,000

概算 H28.7.1 4,000,000

H28.4.8 概算 H28.10.12 5,000,000

（H20年度） 概算 H29.1.4 6,000,000

(補助率：10/10  ）

19,000,000 H28.4.20 H29.4.20 H29.5.9

107,000 H29.5.8 精算 H29.5.22 40,000

（H26年度） H29.1.30

(補助率：1/2  ）

40,000 H29.2.16 H29.4.6 H29.4.25

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

企業立地認定事業者
貨物誘致支援事業補
助金

鳥取県境港利用促進
支援事業費補助金

境港の新規コンテナ
利用の促進、利用拡
大、小口貨物利用拡
大、環日本海圏航路
の利用促進、国際
フェリー・ＲＯＲＯ機能
船の利用促進を図る
ための支援

境港発着混載輸送
サービス事業費補助
金

境港市大正町
４３　境港海陸
運送（株）

境港の利用促進を図
るため、既存航路の
積荷の拡大、新規航
路の開設に取り組む
境港貿易振興会への
助成

境港発着の海上コン
テナ混載輸送及び低
温小口輸送サービス
の定着を図るため、
混載輸送サービス等
を提供するものに対
して助成

境港市竹内団
地２５５－３　境
港貿易振興会

全
部

文書ID:17-00034399

審査・現地
調査年月日

東京都港区西
新橋3-7-1

(株)　ジャパン
ディスプレイほ
か

境港定期航路を利用
して新規に大量貨物
（100TEU以上/年）を
輸送する荷主に対し
て、輸送経費の一部
（15千円/TEU）を3年
間助成

文書ID:17-00021998

大阪府大阪市
天王寺区玉造
本町8-3

廣川マテリアル
(株)ほか

鳥取県企業立地等事
業助成条例に基づく
事業認定（新増設）事
業者を対象に、境港
外貨定期航路を利用
する貨物取扱を伴う
場合、事業開始から
一定期間、又は一定
量の貨物について輸
送経費の一部を助成

境港貿易振興会補助
金

境港市竹内団
地２５５－３　境
港貿易振興会

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況
補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日

境港大量貨物誘致促
進支援事業補助金

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
実績報告
年  月  日

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
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 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

審査・現地
調査年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況
補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日補　助　金　等

の　　名　　称
（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
実績報告
年  月  日

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日

28,881,000 H23.10.14 H28.9.15 精算 H28.10.11 15,190,000

（H21年度） H28.8.16 H28.7.31 H28.9.12

H28.9.15 H28.8.16 H28.9.12

15,190,000

407,000 H29.5.8 精算 H29.5.19 271,000

（H21年度） H28.4.26 H29.3.31 H29.4.26

H28.5.23 H29.4.20 H29.4.26

271,000

51,000,000 H29.5.16 概算 H28.8.4 9,100,000

概算 H28.10.5 9,100,000

（H21年度） H28.7.26 H29.5.15 概算 H29.1.10 9,100,000

(補助率： 7/10） 精算 H29.5.26 8,400,000

35,700,000 H28.7.29 H29.4.20

本庁執行分計 94,760,597

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 94,760,597

（３）交付金　・・・　該当なし　

(補助率：運営費
1/2、人件費 常時雇
用労働者、県内転入
者500千円/人）

境港輸出入拠点化支
援事業費補助金（ソ
フト事業）

東京都江東区
海辺8-4

ヤマトパッキン
グサービス(株)

文書ID:17-00023705

境港の輸出入拠点化
に資する機能整備を
促進する事業を行う
企業等に対し助成を
行い、境港の日本海
側拠点港としての機
能強化を図る。

(補助率：運営費
2/3）

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）　・・・　該当なし

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満の
もの

境港輸出入拠点化支
援事業費補助金（雇
用拡大支援事業）

環日本海圏航路に係
る就航経費補助金 境港市竹内団

地255-3

環日本海経済
活動促進協議
会

全
部

東京都江東区
海辺8-4

ヤマトパッキン
グサービス(株)

文書ID:16-00083471

境港の輸出入拠点化
に資する機能整備を
促進する事業を行う
企業等に対し助成を
行い、境港の日本海
側拠点港としての機
能強化を図る。

文書ID:16-00061815

航路の定着、安定化
を図るため、運航経
費の一部を助成
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算

H
2
9
.2

.1
2
,5

0
0
,0
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0

精
算

H
2
9
.5
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2

2
,4

5
4
,7

2
2

1
,6

5
7
,0

0
0

（
H

2
8
.5
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5
）

1
,4

2
3
,0

0
1

～
H

2
8
.5

.8
H

2
8
.8

.3
1

H
2
8
.5

.1
2

（
免

除
）

H
2
8
.8

.3
1

制
限

付
H

2
8
.9

.5

5
,8

4
4
,9

6
0

（
H

2
8
.4

.1
）

H
2
8
.4

.1
H

2
8
.3

.1
1

H
2
9
.3

.3
1

概
算

H
2
8
.5

.2
1
,4

5
3
,9

5
0

5
,8

1
5
,8

0
0

～
H

2
9
.3

.3
1

（
免

除
）

概
算

H
2
8
.7

.1
2

1
,4

5
3
,9

5
0

概
算

H
2
8
.1

2
.1

5
1
,4

5
3
,9

5
0

随
H

2
9
.4

.2
6

概
算

H
2
8
.3

.2
7

1
,4

5
3
,9

5
0

3
,6

0
0
,0

0
0

（
H

2
9
.1

.1
1
）

H
2
9
.1

.1
1

H
2
9
.1

.5
H

2
9
.3

.1
0

概
算

H
2
9
.2

.1
5

1
,7

4
7
,9

8
0

3
,4

9
5
,9

6
0

～
H

2
9
.3

.1
0

（
免

除
）

精
算

H
2
9
.4

.2
6

1
,7

4
7
,9

8
0

H
2
9
.3

.2
7

随

1
,3

9
6
,2

2
4

（
H

2
8
.7

.2
0
）

H
2
8
.7

.2
0

H
2
8
.7

.1
5

H
2
8
.8

.1
9

概
算

H
2
8
.8

.1
6

1
,3

5
6
,1

5
2

1
,3

5
6
,1

5
2

～
H

2
8
.8

.1
9

（
免

除
）

H
2
8
.9

.2
0

随

9
8
4
,0

0
0

（
H

2
8
.8

.1
）

9
7
7
,4

0
0

～
H

2
8
.8

.1
H

2
8
.8

.8
H

2
8
.7

.2
2

（
免

除
）

H
2
8
.8

.8

(H
2
8
.8

.8
)

8
9
6
,4

0
0

随
H

2
8
.8

.2
4

1
,4

3
9
,0

0
0

（
H

2
8
.6

.1
3
）

1
,4

0
8
,1

0
0

～
H

2
8
.6

.1
3

H
2
8
.1

0
.3

1
H

2
8
.5

.3
0

（
免

除
）

H
2
8
.1

0
.3

1

（
H

2
8
.8

.2
9
）

1
,4

0
8
,1

0
0

～
H

2
8
.6

.1
3

H
2
8
.1

0
.3

1
随

H
2
8
.1

1
.9

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

本
庁

執
行

分
計

2
5
,1

9
3
,8

0
5

出
納

機
関

執
行

分
計

0

目
　

　
　

計
2
5
,1

9
3
,8

0
5

合
　

　
　

計
2
5
,1

9
3
,8

0
5

　
（
４

－
２

）
委

　
託

　
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
を

受
け

て
執

行
し

た
も

の
）
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　

文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
0
7
1
3
9
5

貿
易

振
興

費
単

県
第

２
回

中
国

吉
林

・
北

東
ア

ジ
ア

博
覧

会
国

際
商

品
展

出
展

業
務

委
託

米
子

市
米

原
8
-
1
-
3
2

（
株

）
石

田
コ

ー
ポ

レ
ー

シ
ョ

ン

精
算

H
2
8
.1

2
.5

9
5
1
,7

7
0

文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
1
0
9
0
7
4

中
国

吉
林

省
内

に
販

売
拠

点
を

有
す

る
県

内
企

業
が

当
該

企
業

１
社

し
か

存
在

し
な

い
た

め
。

文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
0
8
6
6
3
9

ロ
シ

ア
国

内
の

県
の

拠
点

と
し

て
、

同
社

に
鳥

取
県

ウ
ラ

ジ
オ

ス
ト

ク
ビ

ジ
ネ

ス
サ

ポ
ー

ト
セ

ン
タ

ー
を

委
託

し
て

い
る

た
め

。
［
新

規
］

貿
易

振
興

費
単

県

鳥
取

空
港

ウ
ラ

ジ
オ

ス
ト

ク
空

港
チ

ャ
ー

タ
ー

便
に

関
す

る
航

空
券

及
び

現
地

宿
泊

確
保

業
務

委
託

（
株

）
農

協
観

光
　

鳥
取

支
店

精
算

H
2
8
.8

.3
1

8
9
6
,4

0
0

貿
易

振
興

費
単

県
モ

ス
ク

ワ
展

示
会

「
プ

ラ
ド

エ
キ

ス
ポ

」
出

展
業

務
業

務
委

託

宮
城

県
名

取
市

下
余

田
字

中
荷

６
７

２
－

１
　

セ
ン

コ
ン

物
流

（
株

）

文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
1
3
4
3
6
8

ロ
シ

ア
国

内
の

県
の

拠
点

と
し

て
、

同
社

に
鳥

取
県

ウ
ラ

ジ
オ

ス
ト

ク
ビ

ジ
ネ

ス
サ

ポ
ー

ト
セ

ン
タ

ー
を

委
託

し
て

い
る

た
め

。
［
新

規
］

貿
易

振
興

費
単

県
ウ

ラ
ジ

オ
ス

ト
ク

に
お

け
る

広
報

業
務

委
託

宮
城

県
名

取
市

下
余

田
字

中
荷

６
７

２
－

１
　

セ
ン

コ
ン

物
流

（
株

）

1
,4

2
3
,0

0
1

文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
0
8
0
8
2
4

［
新

規
］

貿
易

振
興

費
単

県

鳥
取

県
ウ

ラ
ジ

オ
ス

ト
ク

ビ
ジ

ネ
ス

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

設
置

運
営

業
務

委
託

宮
城

県
名

取
市

下
余

田
字

中
荷

６
７

２
－

１
　

セ
ン

コ
ン

物
流

（
株

）

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
7
4
6
3
5

公
募

型
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
に

よ
り

応
募

が
あ

り
、

県
附

属
機

関
の

審
査

会
で

選
ば

れ
た

た
め

。

貿
易

振
興

費
単

県
県

内
企

業
海

外
展

開
状

況
調

査
・
集

計
業

務

鳥
取

市
富

安
2
丁

目
1
5
9

（
株

）
東

京
商

工
リ

サ
ー

チ
鳥

取
支

店

精
算

H
2
8
.1

0
.5

H
2
8
.3

.1
6

（
免

除
）

H
2
9
.3

.3
1

文
書

ＩＤ
1
7
-
0
0
0
2
9
1
7
8

公
募

型
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
に

よ
り

応
募

が
あ

り
、

県
附

属
機

関
の

審
査

会
で

選
ば

れ
た

た
め

。
随

H
2
9
.5

.8

1
,3

0
0
,0

0
0

文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
1
0
1
9
5
7

委
託

事
業

者
募

集
要

領
に

従
い

一
般

公
募

に
よ

る
提

案
を

受
け

て
委

託
す

る
も

の
で

あ
る

た
め

。

貿
易

振
興

費
単

県
鳥

取
県

東
南

ア
ジ

ア
ビ

ュ
ー

ロ
ー

設
置

運
営

業
務

東
京

都
新

宿
区

新
宿

1
丁

目
3
4
-
1
1
-
9
0
4

ア
ジ

ア
・
ア

ラ
イ

ア
ン

ス
・

パ
ー

ト
ナ

ー
・
ジ

ャ
パ

ン
(株

)

9
,9

6
0
,0

0
0

（
H

2
8
.4

.1
）

9
,9

5
4
,7

2
2

～
H

2
8
.4

.1
H

2
9
.3

.3
1

貿
易

振
興

費
単

県
環

日
本

海
定

期
国

際
フ

ェ
リ

ー
航

路
輸

送
ル

ー
ト

開
拓

実
証

調
査

業
務

委
託

倉
吉

市
秋

喜
3
7
9
-
3

株
式

会
社

　
丸

十

精
算

H
2
9
.1

.2
6

支
  
出

  
の

  
状

  
況

備
 　

考
契

約
期

間
支

出
区

分
支

  
 出

年
月

日
金

  
 　

額
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )
履

行
検

査
年

　
月

　
日

契
約

期
間

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日
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１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　

１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ

　
（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

計
2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

0
0

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

合
計

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

0
0

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

　
　

ウ
　

山
　

林
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　
　

　
エ

　
不

動
産

売
却

等
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　
　

　
オ

　
財

産
の

交
換

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　
　

　
カ

　
動

　
産

（
船

舶
、

浮
標

、
浮

桟
橋

、
浮

ド
ッ

ク
、

航
空

機
）
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　
　

　
キ

　
物

　
権

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　
　

　
ク

　
無

体
財

産
権

（
特

許
権

、
著

作
権

、
商

標
権

、
実

用
新

案
権

等
）
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　
　

　
ケ

　
有

価
証

券
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

行
政

・
普

通
財

産
の

　
　

区
分

機
関

名
又

は
施

設
名

等
所

　
　

在
　

　
地

前
年

度
末

本
年

度
異

動
状

況
本

年
度

末
備

　
考

7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

　
　

イ
　

建
　

物
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　

普
通

財
産

Ｆ
Ａ

Ｚ
倉

庫
用

地
境

港
市

竹
内

団
地

2
5
7

2
9
,8

2
6
.3

4
7
1
5
,6

1
5
,1

6
9

2
9
,8

2
6
.3

4
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コ
　

出
資

に
よ

る
権

利
　

・
・
・
　

該
当

な
し

　

 （
２

）
金

券
類

の
受

払
状

況

ア
　

金
券

の
受

払
状

況

購
 
入

 
額

使
 
用

 
額

　
円

　
円

　
円

　
円

郵
便

切
手

及
び

郵
便

は
が

き
2
0
,
2
6
8

6
6
,
8
8
0

2
2
,
8
5
6

6
4
,
2
9
2

収
入

印
紙

0
0

0
0

収
入

証
紙

0
0

0
0

タ
ク

シ
ー

ク
ー

ポ
ン

券
0

0
0

0

鉄
道

バ
ス

プ
リ

ペ
ー

ド
カ

ー
ド

0
0

0
0

合
　

　
計

2
0
,
2
6
8

6
6
,
8
8
0

2
2
,
8
5
6

6
4
,
2
9
2

イ
　

タ
ク

シ
ー

チ
ケ

ッ
ト

の
受

払
状

況

使
用

枚
数

及
び

金
額

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

種
　

　
別

前
年

度
末

本
　

年
　

度
　

中
本

年
度

末
備

　
　

　
　

考

2
2

6
0

3
2

5
0

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

前
年

度
末

未
使

用
枚

数
本

　
　

年
　

　
度

　
　

中
本

年
度

末
未

使
用

枚
数

備
　

　
　

考
購

入
枚

数

9
6
,8

3
0
円

　
　

　
　

枚
枚

枚
枚
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(
３

)
 
基

　
金

　
・

・
・

　
該

当
な

し

 
(
４

)
 
債

　
権

件
　

数
金

　
額

件
　

数
金

　
額

件
　

数
金

　
額

件
　

数
金

　
額

円
円

円
円

Ｆ
Ａ

Ｚ
倉

庫
用

地
貸

付
料

（
Ｎ

Ｔ
Ｔ

電
柱

等
）

0
1

4
5
,0

0
0

1
9
,0

0
0

1
3
6
,0

0
0

Ｆ
Ａ

Ｚ
倉

庫
用

地
貸

付
料

（
引

上
管

路
）

0
1

7
,5

0
0

1
1
,5

0
0

1
6
,0

0
0

Ｆ
Ａ

Ｚ
倉

庫
用

地
の

太
陽

光
パ

ネ
ル

設
備

代
1

4
5
6
,4

6
1

1
4
6
,8

0
0

1
4
0
9
,6

6
1

Ｆ
Ａ

Ｚ
倉

庫
用

地
貸

付
料

（
電

柱
エ

ネ
コ

ム
）

1
1
2
,0

0
0

1
3
,0

0
0

1
9
,0

0
0

合
　

　
　

計
2

4
6
8
,4

6
1

2
5
2
,5

0
0

4
6
0
,3

0
0

4
4
6
0
,6

6
1

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

債
 権

 の
 名

 称
前

年
度

末
現

在
高

本
　

　
　

年
　

　
　

度
　

　
　

中
本

年
度

末
現

在
高

備
　

考
増

減
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２
０

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

　
地

貸
付

（
使

用
許

可
）
先

単
価

本
年

度
の

貸
付

（
使

用
）
料

住
　

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

　
名

第
一

種
電

気
通

信
事

業
境

港
市

竹
内

団
地

2
5
7

電
柱

2
本

支
線

2
条

管
路

3
条

H
2
8
.2

.9
H

8
.6

.2
5

H
2
8
.4

.1
～

H
3
3
.3

.3
1

年
額

7
,5

0
0

7
,5

0
0

鳥
取

市
湯

所
町

二
丁

目
2
5
8

西
日

本
電

信
電

話
（
株

）
鳥

取
支

店
文

書
ＩＤ

：
1
5
-

0
0
1
4
8
1
8
0

電
力

供
給

事
業

境
港

市
竹

内
団

地
2
5
7

管
路

2
条

管
路

2
本

H
2
8
.2

.2
3

H
8
.7

.1
5

H
2
8
.4

.1
～

H
3
3
.3

.3
1

年
額

1
,5

0
0

1
,5

0
0

米
子

市
加

茂
町

二
丁

目
5
1

中
国

電
力

（
株

）
米

子
営

業
所

文
書

ＩＤ
：
1
5
-

0
0
1
5
5
0
2
9

第
一

種
電

気
通

信
事

業
境

港
市

竹
内

団
地

2
5
7

電
柱

1
本

H
2
8
.2

.9
H

2
5
.1

0
.1

0
H

2
8
.4

.1
～

H
3
3
.3

.3
1

年
額

1
,5

0
0

1
,5

0
0

鳥
取

市
湯

所
町

二
丁

目
2
5
8

西
日

本
電

信
電

話
（
株

）
鳥

取
支

店
文

書
ＩＤ

：
1
5
-

0
0
1
4
8
1
8
0

電
気

通
信

事
業

境
港

市
竹

内
団

地
2
5
7

電
柱

1
本

支
線

1
条

H
2
8
.3

.8
H

2
8
.3

.8
H

2
8
.3

.8
～

H
3
2
.3

.3
1

年
額

3
,0

0
0

3
,0

0
0

広
島

市
中

区
大

手
町

二
丁

目
1
1
番

1
0
号

(株
)エ

ネ
ル

ギ
ア

・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ

文
書

ＩＤ
：
1
5
-

0
0
1
5
8
6
0
7

計
1
3
,5

0
0

合
計

1
3
,5

0
0

　
　

イ
　

建
　

　
物

　
・
・
・
　

該
当

な
し

　
（
２

）
　

物
　

品
　

・
・
・
　

該
当

な
し

２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

２
４

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
６

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

２
７

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

照
合

年
月

日
現

物
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
現

物
が

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

名
個

　
数

平
成

2
8
年

6
月

1
5
日

・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

２
３

　
自

動
車

（
二

輪
を

除
く
）
の

管
理

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
５

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
２

）
　

物
品

の
照

合

行
政

 ・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

普
通

財
産

Ｆ
Ａ

Ｚ
倉

庫
用

地
境

港
市

竹
内

団
地

2
5
7

2
9
,8

2
6
.3

4
㎡

H
8
.1

.1

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

境
港

市
竹

内
団

地
2
5
5
-
3

（
株

）
さ

か
い

み
な

と
貿

易
セ

ン
タ

ー

備
　

考

H
8
.1

.1

貸
付

（
使

用
）
料

　
（
円

）

H
8
.1

.1
～

H
3
7
.1

2
.3

1
無

料
無

料
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２
８

　
職

員
旅

費
の

執
行

状
況

調
べ

（
１

）
旅

行
伺

の
事

前
承

認

8
3

7
1

1
5

（
２

）
旅

費
概

算
払

の
精

算
等

　
ア

　
概

算
払

の
精

算
が

旅
行

完
了

日
の

翌
日

か
ら

２
週

間
以

上
経

過
し

て
い

る
も

の
（
零

精
算

を
除

く
）
　

…
…

…
…

…
  
 （

０
件

中
０

件
）

　
イ

　
精

算
払

が
旅

行
完

了
日

の
翌

日
か

ら
3
0
日

以
上

経
過

し
て

い
る

も
の

　
 …

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

  
 （

８
３

件
中

８
件

）

（
３

）
旅

費
の

計
算

用
　

務
　

先
旅

　
行

　
期

　
間

支
出

金
額

（
円

）

札
幌

市
、

小
樽

市
H

2
8
.1

2
.1

-
3

3
0
,7

9
0

東
京

都
H

2
8
.1

2
.1

9
-
2
1

2
9
,6

8
0

東
京

都
H

2
8
.1

2
.1

5
-
1
7

2
5
,2

9
4

松
江

市
、

大
山

町
ほ

か
H

2
8
.1

2
.2

6
-
2
7

2
0
,8

6
0

東
京

都
H

2
8
.1

2
.8

-
9

1
7
,5

9
0

（
４

）
旅

費
の

適
正

執
行

の
取

組
状

況
等

 旅
行

総
件

数
旅

費
シ

ス
テ

ム
で

 発
令

日
が

出
発

日
 よ

り
遅

い
件

数
  
①

①
の

う
ち

履
歴

で
事

前
承

認
が

確
認

で
き

た
件

数
  
②

①
の

う
ち

②
以

外
で

緊
急

等
特

別
な

理
由

が
あ

っ
た

件
数

  
③

特
別

な
理

由
も

な
く
事

前
承

認
が

さ
れ

て
い

な
い

件
数

　
　

（
①

－
②

－
③

）
備

　
　

　
　

考

用
　

務
　

内
　

容
備

　
　

　
　

考

ロ
シ

ア
経

済
交

流
に

関
す

る
協

議

吉
林

省
関

係
者

、
企

業
随

行

平
成

2
7
年

度
決

算
監

査
に

お
い

て
、

「
職

員
旅

費
の

過
大

支
出

（
誤

支
給

）
」
、

「
旅

行
命

令
の

発
令

前
の

旅
行

」
に

つ
い

て
注

意
を

受
け

た
こ

と
か

ら
、

宿
泊

を
伴

う
県

外
で

の
同

一
域

内
旅

費
の

支
給

、
宿

泊
料

の
区

分
（
甲

・
乙

地
）
、

食
糧

費
（
夕

食
）
が

支
給

さ
れ

る
場

合
の

宿
泊

料
の

減
額

調
整

等
に

つ
い

て
、

あ
ら

た
め

て
課

員
に

周
知

す
る

と
と

も
に

、
早

め
の

出
張

伺
と

事
前

承
認

の
徹

底
に

努
め

て
い

る
。

朝
礼

の
際

に
、

そ
の

日
の

出
張

予
定

に
つ

い
て

報
告

す
る

よ
う

に
し

て
い

る
。

日
露

ビ
ジ

ネ
ス

対
話

東
南

ア
ジ

ア
関

連
協

議

企
業

訪
問
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○
　

意
見

、
要

望
等

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

　
・
・
・
　

特
に

な
し

　
　

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

　
・
・
・
　

特
に

な
し
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